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１ 運動の趣旨 

  海難を防止するためには、船舶所有者、運航者をはじめとする海事関係者、

漁業関係者、マリンレジャー関係者など、船舶運航に関わる方はもとより、

海運、漁業活動の恩恵を享受している国民の皆様にも、海難防止について関

心を深めていただくことが極めて重要です。 

  このため、海の月間の時期に合わせて、全国一斉に「海難ゼロへの願い」

をスローガンに、官民の関係者が一体（※）となって海難防止思想の普及及

び高揚を図ることを目的とした海の事故ゼロキャンペーンを実施します。 

 

 

２ 重点事項 

（１）見張りの徹底及び船舶間コミュニケーションの促進 

   海難の中で衝突が最も多く、東海地方では約６割が 

見張り不十分によるものです。 

これらの海難を防止するため、常時適切な見張りの 

徹底や、早期に船舶同士の意思の疎通を図り相手船の 

動向を把握して適切な操船を図ることを促進します。 

（２）小型船の安全対策の徹底 

   プレジャーボート、漁船といった小型船の海難は、 

東海地方では全船舶の海難の７割以上を占め、衝突、機関故障が多く発生

しています。 

これら小型船の海難を防止するため、見張りの徹底、船舶の点検の実施、

また小型船は気象・海象の影響を受け転覆・乗揚げを起こしやすいため気

象・海象情報を入手し、無理のない安全航行や、ライフジャケットの着用等

の小型船への安全対策の徹底を図ります。 
 

問い合わせ先 

海上保安庁 第四管区海上保安本部 

交通部 安全課長 安達 裕司（内線 2620）

℡ 052-661-1611（代表） 

海の事故ゼロキャンペーン！！ 

～海難ゼロへの願い～ 

７月１６日から７月３１日までの間、「海の事故ゼロキャンペーン 

（全国海難防止強調運動）」を実施します。 



３ 主な実施事項（詳細決定次第別途お知らせします。） 

（１）安全に関する指導・啓発等 

訪船・現場指導、合同パトロールや海難防止講習会等を実施します。 

また、漁業無線等を活用し安全啓発メッセージを放送します。 

（２）周知広報活動 

   ポスター掲示やリーフレットの配布、電光掲示板、ホームページ等によ

り周知します。 
 

・平成 24 年度の全国海難防止強調運動実施状況       （別紙１） 

・東海地方における海難の発生状況（H20～H24）        （別紙２）      

・海難防止強調運動推進東海地方連絡会議名簿        （別紙３） 
 
※海事関係団体等を中心に構成された海難防止強調運動推進東海地方連絡会議（海事関係

団体 32 団体、官公庁等 10 団体） 

 



▲ 海上安全指導員との合同パトロール ▲ 競艇場映像装置への海難防止周知画像の放映

▲ 海上安全祈願

▲ 海上安全教室 ▲ 有料道路Ｐ．Ａにおける海難防止啓発活動

別紙１



東海地方における海難（※）の発生状況（Ｈ20～Ｈ24） 別紙２
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② 衝突海難の原因別発生状況（全船種）
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⑤ 衝突の原因別発生状況（プレジャー
ボート・漁船のみ）
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④ 海難の種類別発生状況（プレジャー
ボート・漁船のみ）
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⑥ 機関故障の原因別発生状況（プレジャー
ボート・漁船のみ）

※東海地方における海難・・愛知県及び三重県の海域で発生した海難



 

別紙３ 
 

海難防止強調運動推進東海地方連絡会議名簿 
   

○関係団体（順不同）           ○関係官庁（順不同） 

・（公社）伊勢湾海難防止協会       ・国土交通省中部地方運輸局海上安全環境部 

・（一社）日本マリーナビーチ協会三重県支部・国土交通省名古屋地方気象台 

・（公社）中部小型船安全協会       ・国土交通省中部地方整備局 

・（公財）海上保安協会東海地方本部    ・愛知県農林水産部 

・（一財）日本船舶職員養成協会中部支部  ・三重県農林水産部 

・（公財）愛知県水産業振興基金      ・総務省東海総合通信局無線通信部 

・（特財）三重県漁業操業安全協会     ・第四管区海上保安本部 

・（一財）日本海洋レジャー安全・振興協会 

中部事務所 

・全日本海員組合名古屋支部 

・愛知県漁業協同組合連合会 

・三重県漁業協同組合連合会 

・伊勢三河湾水先区水先人会 

・東海内航海運組合 

・伊勢湾内大型タンカーバース六社協議会 

・船員災害防止協会中部支部 

  ・日本小型船舶検査機構名古屋支部 

  ・愛知県水難救済会 

  ・三重県水難救済会 

  ・愛知県漁船保険組合 

  ・三重県漁船保険組合 

  ・名古屋海運協会 

  ・名古屋外国船主代理店会 

  ・名古屋日本船代理店会 

  ・全国内航タンカー海運組合東海支部 

  ・中部沿海海運組合 

  ・東海北陸旅客船協会 

  ・東海地区曳船協議会 

  ・東海釣りインストラクター協議会 

・PW 安全協会中部地方本部 

  ・海難防止強調運動推進名古屋地区連絡会議 

  ・      〃   四日市地区連絡会議 

  ・      〃   鳥羽地区連絡会議 

  ・      〃   尾鷲地区連絡会議 

  ・      〃   衣浦地区連絡会議 

  ・      〃   三河地区連絡委員会 
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